
平成２１年度公安調査庁が達成すべき目標に対する実績評価結果

１．基本目標

破壊的団体の規制に関する調査及び処分の請求並びに無差別大量殺人行為を行った団体

の規制に関する調査，処分の請求及び規制措置を行うことを通じて，公共の安全の確保を

図る。

２．基本的考え方

（１）課題・ニーズ

オウム真理教（以下「教団」という ）は，依然として麻原彰晃こと松本智津夫（以。

下「麻原」という ）の影響下にあり，現在も無差別大量殺人行為に関する危険な要素。

を保持し，教団に対しては，多くの国民が今なお不安感を抱いている。

また，国際テロや北朝鮮に関する諸問題等が，我が国の公共の安全の確保にとって重

大な懸案事項となっている情勢において，我が国の公共の安全を確保するためには，政

府・関係機関が確度の高い情報を適時に入手する必要がある。

（２）目的・目標

破壊的団体の規制に関する調査及び処分の請求並びに無差別大量殺人行為を行った団

体の規制に関する調査，処分の請求及び規制措置を行うことを通じて，教団に対する国

民の不安感を解消・緩和するとともに，公共の安全の確保を図ることを目的とする。

（３）具体的内容

（ 「 」 。）ア 無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律 以下 団体規制法 という

第５条に基づく教団に対する観察処分 を厳正に実施する。具体的には，教団に対す※１

る調査を，全国的かつ組織的に展開するほか，特に必要があると認められるときには

公安調査官による立入検査を行う。また，関係地方公共団体の長からの調査結果提供

要請に対しては，迅速かつ適切に対応する。さらに，地域住民を対象とした意見交換

会を開催し，住民からの要望や相談等に応じることなどにより，地域住民の不安感の

解消・緩和に努める。

イ 公安調査庁は，内閣情報会議，合同情報会議及びその他政府の重要案件に関する会

議の構成員として情報貢献が求められている。加えて 「官邸における情報機能の強，

化の方針 （平成20年２月14日情報機能強化検討会議決定）では，公安調査庁につい」

て「我が国及び国民の安全・安心を確保するため，北朝鮮，国際テロ，大量破壊兵器

拡散等の問題に関する情報収集能力を更に強化する」とされている。また 「カウン，

ターインテリジェンス 機能の強化に関する基本方針 （平成19年８月カウンターイ
※２

」

ンテリジェンス推進会議決定）に基づく各種施策の平成20年４月からの段階的な実施

に伴い，カウンターインテリジェンス関連情報の収集についても更に強化する必要が

ある。

さらに 「犯罪に強い社会の実現のための行動計画2008 （平成20年12月22日犯罪， 」

対策閣僚会議決定）では，テロ，カウンターインテリジェンス，大量破壊兵器拡散，

北朝鮮による拉致容疑事案に関する情報収集・分析機能の強化に加え，サイバーテロ

・サイバーインテリジェンス についても，攻撃主体・方法などに関する情報収集・※３

分析を継続的に実施することが求められている。

そこで，破壊活動防止法第27条並びに団体規制法第７条及び第29条に基づく破壊的

団体等の規制に関する調査の過程において，より確度の高い情報を入手するため，情

報ニーズを適切に把握した上で，

・ 情報収集及び分析・評価能力の向上

・ 情勢の変化に応じて特別調査体制を敷くなど，時々の優先すべき課題に沿った柔

軟な対応



・ 外国関係機関等との連携強化

等を行う。また，上記調査の過程で得られる情報については 「内外情勢の回顧と展，

望」を始めとする各種作成資料を，必要に応じて適時・適切に官邸を始め関係機関に

提供するほか，内外の公安情勢に関する情報の一部については，引き続き，ホームペ

ージに掲載して国民に情報提供する。

３．評価手法等

（１）教団に対する観察処分を厳正に実施することができたかどうかについては，立入検査

回数，施設数，動員した公安調査官数から，教団の活動状況（組織及び活動の実態）及

び危険性（麻原の影響力，危険な綱領の保持等）の解明の度合いを検証する。さらに，

関係地方公共団体に対する情報提供件数，地域住民との意見交換会の開催状況（実施回

数，参加者数）をも加味して，総合的な分析を行う。

（２）破壊活動防止法第27条並びに団体規制法第５条，第７条及び第29条に基づく破壊的団

体等の規制に関する調査の過程で得られる情報を，必要に応じて適時・適切に政府・関

係機関及び国民に対し提供することができたかどうかについては，情報の提供状況（情

報提供の正確性，適時性，迅速性）及びホームページへのアクセス件数を検証する。ま

た，より確度の高い情報の入手を目的とした，情報収集及び分析・評価能力向上のため

の態勢強化の状況について検証するため，職員の分析・評価能力向上を目的とする研修

への参加者に対するアンケート結果を分析する。さらに，カウンターインテリジェンス

啓発研修への参加者に対するアンケート結果を分析する。

以上により，本政策をめぐる問題点を分析・把握し，今後の本政策の方向性について検討

する。

４．評価結果等

（１）平成21年度に実施した政策（具体的内容）

ア 教団に対する観察処分の厳正な実施

以下のとおり，教団に対する観察処分を厳正に実施した。

（ア）教団施設に対する立入検査等

公安調査庁は，教団に対する観察処分の実施のため，団体規制法に基づき，必要

な調査を行ったことに加え，平成21年度においては，合計23回にわたり，延べ35施

設に対し，公安調査官延べ682人を動員して立入検査を実施した。

○過去５か年における立入検査実施状況 （単位：回，延べ施設，延べ人）

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

実 施 回 数 24 19 18 19 23

施 設 数 32 62 41 36 35

動 員 数 710 883 683 628 682

平成18年度は，麻原の死刑判決確定を受け，教団の活動状況を明らかにするため

に立入検査を行う必要性がより一層高まった。そこで，平成18年９月16日，16都道

府県に所在する25か所の教団施設に対し，公安調査官175人を動員して一斉に立入

検査を実施したことから，施設数，動員数とも，他の年度と比較すると多くなって

いる。

（イ）教団からの報告徴取

， ， ， ，公安調査庁長官は 平成21年５月 ８月 11月及び平成22年２月の４回にわたり

教団から，教団の役職員及び構成員の氏名及び住所，教団の活動の用に供されてい

る土地及び建物の所在及び用途，教団の資産等の事項等について報告を受けた。

上記立入検査及び教団からの報告徴取等により，教団については，

・ 平成21年12月31日現在，国内に出家信徒約500人，在家信徒約1,000人，ロシア

連邦内に信徒約200人を擁し，また，国内に15都道府県下31か所の拠点施設及び



約80か所の信徒居住用施設，ロシア連邦内に数か所の拠点施設を確保している

・ 現在においても依然として，麻原及び麻原の説く教義が教団の存立の基盤をな

していると認められ，麻原が，その活動に絶対的ともいえる影響力を有している

・ 教団の活動に反対する勢力や悪業を積む者を殺害することも正しいなどとす

る，殺人を暗示的に勧める内容を含む「綱領」を保持している

・ 組織拡大に向けて活発な活動を展開している

・ 組織体質は，依然として閉鎖的・欺まん的である

ことなどが明らかになるとともに，教団の活動状況を継続して明らかにする必要が

認められた。

（ウ）関係地方公共団体等への情報提供等

観察処分に基づく調査結果については，平成21年度において，18関係地方公共団

体の長から延べ42回にわたり情報提供の請求を受け，延べ49回にわたり情報提供を

行った。その結果，提供先の地方公共団体から一定の評価を得るとともに，継続的

な調査結果に関する情報提供の請求を受けている。

○過去５か年における関係地方公共団体への情報提供回数

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

請求を行った関係 18 16 17 22 18

地方公共団体数

請 求 回 数 42 50 39 45 42

提 供 回 数 47 48 46 53 49

調査結果の提供については，関係地方公共団体の長からの請求があって行われる

ものであるところ，継続的に請求がなされているのは，地方自治体における教団へ

の警戒心が依然として高いことに加え，当庁からの提供内容が有益かつ必要である

との理解が得られた結果であるものと認識している。

また，教団施設の存する地域住民の不安感の軽減等に資するため，意見交換会を

開催した（実施回数41回，参加者数延べ608名 。）

○過去５か年における地域住民との意見交換会開催状況 （単位：回，延べ人）

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

実 施 回 数 3 3 5 10 41

参 加 者 数 65 70 80 190 608

意見交換会の開催は，住民の不安感の軽減のみならず，住民から教団の施設や活

動に関する情報提供を受けることで 当庁業務にも資すると認められることから，，

それまで一部地域で実施していた同交換会を平成21年度から全国的に実施した。そ

のため，同年度の実施回数は大幅に増加した。

意見交換会については，地域住民から継続的に開催を求める声もあり，このよう

， ，な継続開催の要望は 地域住民の教団に抱く不安感・恐怖感の表れであるとともに

同交換会の有益性及び必要性について地域住民の理解が得られた結果であるものと

認識している。

なお，政府は，団体規制法については，施行日(平成11年12月27日）から５年ご

とに廃止を含めて見直しを行うこととされていることから，平成21年12月までにこ

れまでの観察処分の実施状況を踏まえて見直しを行った。その結果，教団には依然

として無差別大量殺人行為に及ぶ危険性があると認められ，今後も規制を継続して

実施する必要性が高いと判断されたことから，同法を廃止せず，現状のまま存続さ

せることとなった。

また，政府は，平成22年４月，団体規制法の規定に基づき，平成21年１月から同

年12月までの間における同法の施行状況を国会に報告した。

イ 破壊的団体等に関する調査及びその過程で得られた情報の提供

破壊的団体等に関する調査及びその過程で得られた情報を提供するため，以下の項



目を実施した。

（ア）情報収集及び分析・評価能力の向上

・ 北朝鮮関係では，北朝鮮が平成21年５月，平成18年以来２度目となる「地下核

実験に成功した」旨の発表をしたことから 「北朝鮮核実験関係緊急調査室」を，

設置（平成21年５月25日）し，関連情報の収集・分析を行った。その後，こうし

た北朝鮮の姿勢に対する追加的制裁を盛り込んだ国連安保理決議1874号が採択さ

れた。これに対して，北朝鮮が反発姿勢を示す中，中・短距離ミサイルを相次い

で発射したことから 「北朝鮮核実験関係緊急調査室」を「北朝鮮核実験・ミサ，

イル事案等関係緊急調査室」に改組（平成21年７月４日）し，関連情報の収集・

分析体制を強化した。

・ 国際テロ関係では，テロ組織等に関する証拠の準備を担当する「国際破壊活動

対策室」を平成19年４月に本庁に新設して以降も，国内外の関係機関との協力関

係を一層強化するなど，国際テロ関連立証体制を整備することで調査体制の強化

を図った。さらに，担当調査官を増員し，調査体制の強化及び情報収集能力の向

上を図った。

・ 平成22年11月に開催されるアジア太平洋経済協力（ＡＰＥＣ）首脳会議及び関

連会合の安全開催に寄与するため 「日本ＡＰＥＣ関連特別調査本部」を設置し，

た（平成21年11月20日 。さらに，国際テロ調査体制を地方レベルでも拡充・整）

備するなど，調査体制を強化した。

・ 分析・評価能力の向上を図るため，分析担当調査官を対象とした研修を実施し

た。同研修の参加者に対するアンケート調査の結果，研修時間や演習題材に関す

るいくつかの指摘を受けつつも，すべての研修参加者が研修内容に対して肯定的

（「 」「 」「 」な評価 大変参考になった 参考になった どちらかといえば参考になった

のいずれかの評価）を与えている。

○分析担当調査官向け研修に関する研修員に対するアンケート結果

（研修全般の内容について）

回 答 区 分 割 合 主な指摘事項

大変参考になった 43％ ・時間を多く取り，演習の

題材を増やしてほしい。

参考になった 33％ ・演習の題材をより当庁業

務に関連のあるものにして

どちらかと言えば参考 24％ ほしい。

になった

どちらかと言えば参考 ０％

にならなかった

参考にならなかった ０％

※ 平成21年度におけるアンケートにおける回答区分は 「大変参考になった 「参考になっ， 」

た 「どちらかと言えば参考になった 「どちらかと言えば参考にならなかった 「参考になら」 」 」

なかった」の５項目であったが，平成22年度以降は，回答区分を「参考になった 「ある程度」

参考になった 「どちらともいえない 「あまり参考にならなかった 「参考にならなかった」」 」 」

の５項目で評価するアンケートを予定している。

， （ 。）・ カウンターインテリジェンス関係では 平成20年４月から施行 一部を除く

された「カウンターインテリジェンス機能の強化に関する基本方針 （平成19年」

８月カウンターインテリジェンス推進会議決定）に基づき，職員のカウンターイ

ンテリジェンス意識啓発を目的とした研修等を実施した（同研修等の参加者に対

するアンケート調査の結果，平成20年度においては参加者の95パーセントが，平

成21年度においては97パーセントが 「カウンターインテリジェンスに関する意，



識が向上した」と回答 。）

○カウンターインテリジェンスに関する研修員に対するアンケート結果

（研修全般の内容について）

平成20年度 平成21年度

回 答 区 分 割 合 割 合 主 な 感 想

意識が向上した 95％ 97％ カウンターインテリジェ

ンス意識が向上し有効

意識は変わらなかった ５％ ３％ 以前からカウンターイン

テリジェンスについて承

知していた

※ 平成20年度及び平成21年度におけるアンケートにおける回答用選択肢は２項目のみで

あったが，平成22年度以降は，参考になったかどうかを５項目(「参考になった 「ある程」

度参考になった 「どちらともいえない 「あまり参考にならなかった 「参考にならなかっ」 」 」

た ）で評価するアンケートを予定している。」

・ 大量破壊兵器拡散関係では，諸外国及び国内関係省庁との緊密な情報交換を実

施した。

・ サイバーテロ関係では，担当調査官を対象に，外部有識者による技術的な内容

の講義を含めた各種研修を実施し，サイバー空間におけるテロの予兆等の早期把

握を可能とする態勢の整備を進めた。また，諸外国関係機関との情報交換を行う

などして，サイバー攻撃の主体・方法等に関する情報収集・分析を継続して実施

した。

・ 官邸を始めとする政府・関係機関との連絡を密に行うなどして，情報ニーズの

把握に努め，情報収集の的確性・迅速性の向上を図った。

・ 本庁において分析担当調査官による各種会議，検討会，外部の有識者との意見

交換等を定期的あるいは随時に開催し，国際テロや北朝鮮問題等の重要課題に関

する現状，情勢認識，今後の対応等について協議・検討することにより，分析・

評価能力の向上を図った。

・ 外国関係機関等との更なる関係強化を図り，種々の重要課題に関するより頻繁

， 。・詳細な情報・意見の交換を行い 情報収集及び分析・評価能力の向上を図った

・ これらの各種会議，検討会等の結果を本庁内関係部署，各公安調査局及び各公

安調査事務所にフィードバックし，公安調査官の専門的知見の向上を図り，適時

・的確な情報収集及び分析・評価能力の向上を図った。

（イ）破壊的団体等に対する調査

破壊的団体等に対する調査のため，以下の取組を実施した。

・ 国際テロ関係では，国際テロ組織の動向，国内における国際テロ組織との関連

が疑われる者の存否やその活動実態，国際テロ組織関係者の我が国に対する働き

掛け及び出入国の動向等の適時・的確な把握に集中的に取り組むなど，テロの未

然防止のための調査を実施した。

・ 北朝鮮関係では，朝鮮総聯の組織及び活動の実態，北朝鮮の国内情勢，対外・

対日動向などに関する幅広い調査を実施するとともに，日本人拉致問題や核・ミ

サイル問題をめぐる動向等，我が国の公共の安全に影響を及ぼす不法有害活動を

最重点に情報収集を行った。

・ カウンターインテリジェンス関係では，我が国の秘匿された重要情報等の保護

に資する情報の収集に努めた。

・ 外事関係では，我が国の尖閣諸島領有に抗議する中国，香港，台湾の反日団体

の動向把握や，北方領土問題をめぐるロシア国内の言動等に関する情報収集に努

めた。

・ 国内公安動向では，在日米軍再編問題や成田空港問題などをめぐる過激派等の



動向，北朝鮮の核実験問題・ミサイル発射事案等や領土問題，政権交代等をめぐ

る右翼団体の活動等に関して調査を実施した。

・ これらの調査に当たっては，外国関係機関等とも緊密な情報交換を実施した。

， ，上記取組の下 迅速・的確・効率的な関連情報の収集・分析に注力するとともに

以下のとおり，それら関連情報を情報の質やニーズの緊急性に応じて適切かつ効率

的に政府・関係機関等に提供することに努めた。

・ 情報収集及び分析・評価能力の向上並びに破壊的団体に対する調査を通じて収

集・分析した情報については，随時，内閣総理大臣，内閣官房長官等に直接報告

したほか，政府部内の各種会議（内閣情報会議，合同情報会議等）を通じ，ある

いは担当官が関係機関に直接赴くなどして，迅速に提供した。

・ 出入国管理及び難民認定法に基づく，いわゆる法務大臣のテロリスト認定に適

切に対応するとの観点から収集した情報について，関係機関への提供に努めた。

・ 平成21年12月に，内外の公安情勢について取りまとめた「内外情勢の回顧と展

望」を公表したのを始め，随時，各種作成資料を政府・関係機関等に配付した。

・ 公安調査庁のホームページ（http://www.moj.go.jp/KOUAN/，平成22年４月以

降，http://www.moj.go.jp/psia/に変更）において 「最近の内外情勢 「内外， 」，

情勢の回顧と展望」及び教団に対する団体規制法の施行状況等に関する情報を掲

載し，国民への情報提供を行った。同ホームページへのアクセス件数は，平成19

年度においては155,752件，平成20年度においては105,507件，平成21年度におい

ては133,722件であった。

○ホームページアクセス件数

平成19年度 平成20年度 平成21年度

アクセス件数 155,752 105,507 133,722

なお，他年度に比べ平成19年度のアクセス件数が多いのは，公安調査庁が各種

のメディアに取り上げられたことが影響したためと考えられる。引き続き，適時

・的確な情報をホームページに掲載するよう努める。

（２）必要性

ア 国民や社会のニーズ

平成21年度において，法務大臣や公安調査庁長官等に対して，２地方公共団体及び

８団体から教団に対する活動の規制強化等を求める要望書等が提出されるなど，教団

に対しては，教団施設が存する地域の住民等が依然として不安感を抱いており，その

不安感を払拭する必要がある。

また，国際テロ，北朝鮮に関する諸問題のほか，大量破壊兵器拡散問題や外国情報

機関による我が国の秘匿された重要情報の入手活動等が，我が国の公共の安全の確保

にとって重大な懸案事項となっている。

イ 国が行う必要性

観察処分は，無差別大量殺人行為を行った団体が現在も危険な要素を保持している

， 。と認められる場合に行われるものであり 公共の安全確保のため国が行う必要がある

また，国際テロ，北朝鮮に関する諸問題のほか，大量破壊兵器拡散問題や外国情報

機関による我が国の秘匿された重要情報の入手活動等が，我が国の公共の安全の確保

にとって重大な懸案事項となっている。このような情勢において，問題に迅速に対応

するため，国の情報機関が適時・的確な情報を収集する必要がある。

ウ 現時点で優先して行う緊急性

公共の安全の確保を図るため，団体規制法の規定に基づく観察処分を適切に実施し

ていかなければならない。また 「官邸における情報機能の強化の方針 （平成20年， 」

） ， 。２月14日情報機能強化検討会議決定 等に基づき 情報収集に努めていく必要がある

（３）効率性（効果とコスト）

ア 教団の実態を解明する上で，仮に観察処分がないとすれば，教団の活動状況及び危



険性などに関する情報は，公安調査官が，教団内部の状況を知り得る立場の者から任

意で収集し，その真偽等も含めて内容を評価・分析することとなり，時間的・労力的

に多大な負担を伴うだけでなく，解明が極めて困難となる。一方，立入検査は，公安

調査官が教団施設の内部を直接見分できることから，教団の実態把握と教団から徴取

した報告の真偽を確認する手段として，効率性の高い措置である。加えて，再発防止

処分の必要性を適時・的確に把握する上においても，効率性の高い措置であると考え

る。また，関係地方公共団体の長からの調査結果提供要請については，提供先から一

定の評価を得ていること及び継続的な調査結果提供の請求を受けていることから施策

の効果が認められる。さらに，意見交換会についても，地域住民から継続的な開催を

求められる場合もあることから，地域住民の不安感を軽減する上で一定の効果があっ

たと考える。

イ 北朝鮮の核実験及びミサイル発射事案等に際して特別調査体制を敷き，迅速・的確

・効率的な関連情報の収集・分析に注力するなど，情勢の変化に応じて柔軟に対応し

た。また，緊急性の特に高い情報は随時，政府・関係機関へ直接提供した。さらに，

その他の情報については各種資料を作成して配付したほか，ホームページへの掲載を

行った このように 情報の質やニーズの緊急性に応じた適切かつ効率的な提供を行っ。 ，

た。

（４）有効性

ア 手段の妥当性

立入検査は，公安調査官が教団施設の内部を直接見分できることから，教団の実態

把握と教団から徴取した報告の真偽を確認する手段として，効率性ばかりではなく有

効性の高い措置でもある。また，再発防止処分の必要性を適時・的確に把握する上に

おいても有効性の高い措置であると考える。さらに，意見交換会についても，地域住

民から継続的な開催を求められることもあることから，地域住民の不安感を軽減する

上で有効であると考える。

また，北朝鮮の核実験及びミサイル発射事案等に際して特別調査体制を敷くなど，

情勢の変化に応じて柔軟に対応した。さらに，緊急性の高い情報は随時，政府・関係

機関に直接提供した。その他の情報については各種資料を作成して配付したほか，ホ

ームページへの掲載を行った。このように情報の質やニーズの緊急性に応じた適切か

つ効率的な提供は手段として妥当であったと考えられる。

イ 所期の事業効果の発現状況

（ア）観察処分に基づく調査結果の提供については，これまでに提供先の関係地方公共

団体から 「教団の活動実態が分かり，地域住民の不安解消に役立った」などの一，

定の評価を得ている上，継続的な調査結果提供の請求を受けている。また，意見交

換会については，地域住民から継続的な開催を求められる場合もあることから，地

域住民の不安感を軽減する上で一定の効果があったと考える。

（イ）公安調査庁は，北朝鮮の核実験及びミサイル発射事案等に際して，平成21年５月

に「北朝鮮核実験関係緊急調査室」を設置し，さらに，平成21年７月に同調査室を

「北朝鮮核実験・ミサイル事案等関係緊急調査室」に改組して，関連情報の収集・

分析体制を強化した。このような体制の下，迅速・的確・効率的な関連情報の収集

・分析に注力するなど，情勢の変化に応じて柔軟に対応し，その時々の情報ニーズ

に応じた情報を政府・関係機関に提供したところ，提供先から更に継続的な情報提

供を要請されるなど一定の評価を得た。

５．評価結果の今後の政策への反映の方向性等

この結果を踏まえ，現在の方向性は効果的であると考えるところ，更に教団の活動状況

及び危険性を解明するため，教団に対する調査体制の強化を図り，観察処分を更に厳正に

実施する。



また，上記と同様，引き続き「官邸における情報機能の強化の方針 （平成20年２月14」

日情報機能強化検討会議決定）等に基づき，これまでと同様，我が国及び国民の安全・安

心を確保することに寄与するため，北朝鮮，国際テロ，大量破壊兵器拡散等の問題に関す

る情報収集及び分析・評価能力を質・量ともに一段と向上させ，調査体制を充実強化して

いく必要がある。

６．関係する法令，施政方針演説等(主なもの）

○ 公安調査庁設置法（昭和27年法律第241号）第３条

○ 破壊活動防止法（昭和27年法律第240号）第27条

○ 無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成11年法律第147号）第５

条，第７条，第29条，附則第２項

○ テロの未然防止に関する行動計画（平成16年12月10日国際組織犯罪等・国際テロ対策

推進本部決定）

第３－６－⑯ 関係機関が一体となったテロ関連情報の収集の強化等

○ 第164回国会における内閣総理大臣施政方針演説（平成18年１月20日）

「テロの未然防止を図るため，情報の収集・分析，重要施設や公共交通機関の警戒警

備等の対策を徹底いたします 」。

○ カウンターインテリジェンス機能の強化に関する基本方針（概要 （平成19年８月カ）

ウンターインテリジェンス推進会議決定）

「カウンターインテリジェンスに関する情報の収集・共有，カウンターインテリジェ

ンス意識の啓発，事案対処，管理責任体制の構築について，政府統一的に取り組むもの

とする 」。

○ 第169回国会における内閣総理大臣施政方針演説（平成20年１月18日）

「テロとの闘いや大量破壊兵器の不拡散問題に積極的に取り組みます 」。

○ 官邸における情報機能の強化の方針（平成20年２月14日情報機能強化検討会議決定）

２－（２）－① 対外人的情報収集機能の強化

「国際テロ，大量破壊兵器拡散，北朝鮮等の問題に関する情報は，我が国の安全保障

又は国民の安全に直接かかわるところであり，その収集は喫緊の課題であって，これら

の国や組織の意図を把握する必要性は増大している 」。

２－（２）－② その他の情報収集機能の強化

「我が国及び国民の安全・安心を確保するため，北朝鮮，国際テロ，大量破壊兵器拡

散等の問題に関する情報収集能力を更に強化する （公安調査庁 」。 ）

○ 犯罪に強い社会の実現のための行動計画2008（平成20年12月22日犯罪対策閣僚会議決

定）

第６ テロの脅威等への対処

４－① テロの未然防止に向けた国内外における情報収集・分析機能の強化

４－② カウンターインテリジェンス機能の強化

６－① サイバーテロ・サイバーインテリジェンスに関する対策の強化

７－① 大量破壊兵器及び関連物資・技術等の拡散防止に向けた体制の強化等

８－② 拉致容疑事案等への対応強化のための情報収集・分析機能の強化

○ セキュア・ジャパン2009（平成21年６月22日情報セキュリティ政策会議決定）

第３章－第１節－（１）－①－［政府機関］－（エ）－オ） サイバーテロに関する対

策の強化

「サイバーテロへの対策を強化するため，サイバー空間におけるテロの予兆等の早期

把握を可能とする態勢を整備するとともに，諸外国関係機関との情報交換等国際的な連

携を強化するなど，攻撃主体・方法等に関する情報収集・分析を継続的に実施する 」。

○ 第174回国会における内閣総理大臣施政方針演説（平成22年1月29日）

「拉致問題については，新たに設置した拉致問題対策本部のもと，すべての拉致被害



※１「観察処分」

過去に無差別大量殺人行為を行った団体が現在も危険な要素を保持している場合に，当

。 ，該団体の活動状況を継続して明らかにするために行う処分である 「観察処分」の内容は

①公安調査庁長官が当該団体から一定の事項について定期の報告を受けること（報告徴取，

団体規制法第５条第２項，第３項及び第５項 ，②当該団体の活動状況を明らかにするた）

めに公安調査官に必要な調査をさせること（任意調査，同法第７条第１項，③当該団体の

活動状況を明らかにするために特に必要があると認められるときに，団体が所有又は管理

する土地又は建物に立ち入って，必要な物件を検査すること（立入検査，同法第７条第２

項）である。観察処分に基づく調査結果については，関係地方公共団体の長に対して提供

することができる旨同法第32条に規定されている。

※２「カウンターインテリジェンス」

外国による諜報活動を阻止し，情報漏えいその他の国益を害する事態を予防する活動を

いう。

※３「サイバーインテリジェンス」

サイバー空間における諜報活動をいう。

者の一日も早い帰国を実現すべく，政府の総力を挙げて最大限の努力を尽くしてまいり

ます 」。

７．備考


